
 

 

 

 

 

 

 5 

 

 

 

 

 10 

「三重県いじめ防止基本方針」改定案 

  

資料６ 

 



 

 

目 次 

はじめに 

１ 本方針の内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

２ いじめの防止等のための対策の基本的な考え方・・・・・・・・・・・・・・・１ 

（１）三重県いじめ防止条例の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 5 

（２）いじめの防止等の対策に関する基本理念・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

（３）いじめの定義・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

（４）いじめの理解・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

３ 三重県が実施するいじめの防止等に関する施策・・・・・・・・・・・・・・・４ 

（１）県の責務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 10 

（２）いじめの早期発見のための措置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 （ア）定期的な調査等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 （イ）相談体制の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 （ウ）個人情報の保護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

（３）いじめの防止等のための人材の確保及び資質の向上・・・・・・・・・・・・５ 15 

（４）インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進・・・・・・・・６ 

（５）いじめの防止等のための啓発活動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

（６）学校相互間等の連携協力体制の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

（７）三重県いじめ問題対策連絡協議会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

（８）三重県教育委員会の附属機関・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 20 

４ 学校が実施するいじめの防止等に関する施策・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

（１）学校いじめ防止基本方針の策定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

（２）学校におけるいじめの防止等の対策のための組織・・・・・・・・・・・・１０ 

（３）学校におけるいじめの防止等に関する措置・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

 （ア）いじめの未然防止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 25 

 （イ）早期発見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

 （ウ）いじめに対する措置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

５ 重大事態への対処・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

（１）重大事態とは・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

（２）報告（第一報）・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 30 

（３）調査の組織・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

（４）調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

（５）被害児童生徒・保護者等に対する調査方針の説明等・・・・・・・・・・・１９ 

（６）調査結果の提供及び報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

（７）再調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 35 

６ 学校法人、国立大学法人、学校設置会社及び高等専門学校への協力・・・・・２２ 

  



 

1 

 

はじめに 

 （調整中） 

１ 本方針の内容 

本方針は、いじめ防止対策推進法（平成二十五年法律第七十一号。以下「法」という。）

及び三重県いじめ防止条例（平成三十年三重県条例第三号。以下「条例」という。）の基5 

本理念を踏まえ、児童生徒の尊厳を保持するとともに、児童生徒が健やかに成長し、安

心して生活できる社会をつくることに寄与することを目的として、法第 12 条及び条例第

12 条 1 項（※１）の規定に基づき、いじめの防止等（いじめの未然防止、早期発見・早

期対応、いじめの対処をいう。以下同じ）のための対策を総合的かつ効果的に推進する

ため、条例制定の目的、基本理念、いじめの防止等の基本的な考え方等を示すとともに、10 

本県が実施すべき施策や重大事態への対処等に関する具体的な内容を策定するものであ

る。 

                        

２ いじめの防止等のための対策の基本的な考え方 

（１）三重県いじめ防止条例の目的 15 

 

（目的） 

第１条 この条例は、いじめが、いじめを受けた児童生徒の教育を受ける権利を著 

しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみな 

らず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものであること 20 

に鑑み、いじめ防止対策推進法（平成二十五年法律第七十一号。以下「法」とい 

う。）の趣旨を踏まえ、いじめの防止等のための対策に関し、基本理念を定め、並 

びに県等の責務及び県民等の役割を明らかにするとともに、いじめの防止等のた 

めの対策の基本となる事項を定めることにより、いじめの防止等のための対策を 

総合的かつ効果的に推進し、もって児童生徒の尊厳を保持するとともに、児童生 25 

徒が健やかに成長し、安心して生活できる社会をつくることに寄与することを目 

的とする。 

 

 

 30 

 

 

 

 

                                                      35 

（※１）条例第１２条（いじめ防止基本方針） 県は、法第十二条の規定に基づき、いじめの防止等のための対策を

総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針（以下この条において「県いじめ防止基本方針」という。）を定め

るものとする。（２、３ 略） 
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（２）いじめの防止等の対策に関する基本理念 

（基本理念） 

第 3 条 いじめの防止等のための対策は、いじめが全ての児童生徒に関係する問題 

であることに鑑み、児童生徒が安心して学習その他の活動に取り組むことができ 

るよう、学校の内外を問わずいじめが行われなくなるようにすることを旨として 5 

行われなければならない。 

２ いじめの防止等のための対策は、全ての児童生徒がいじめを行わず、及び他の 

児童生徒に対して行われるいじめを傍観することがないようにするため、いじめ 

が児童生徒の心身に及ぼす影響その他のいじめの問題に関する児童生徒の理解を 

深めることを旨として行われなければならない。 10 

３ いじめの防止等のための対策は、児童生徒が一人ひとりの違いを理解し、自ら 

を大切に思う気持ち及び他者を思いやる心を育むことにより、いじめの問題につ 

いて理解を深め、いじめの防止に向けた主体的かつ自主的な行動ができるように 

なることを旨として行われなければならない。   

４ いじめの防止等のための対策は、いじめを受けた児童生徒の生命及び心身の保 15 

護が最も重要であることを認識し、国、県、市町、学校、地域住民、家庭その他 

の関係者の連携の下、社会総がかりでいじめの問題を克服することを旨として行 

われなければならない。 

 

（３）いじめの定義 20 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると 

ころによる。 

一 いじめ 児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等 

当該児童生徒と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な 25 

影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、 

当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているものをいう。 

（二～六 略） 

   個々の行為が「いじめ」にあたるか否かの判断は、表面的・形式的にすることなく、 

いじめられた児童生徒の立場に立つことが必要である。 30 

   この際、いじめには、多様な態様があることに鑑み、法の対象となるいじめに該当 

するか否かを判断するにあたり、「心身の苦痛を感じているもの」との要件が限定して 

解釈されることのないよう努めることが必要である。例えばいじめられていても、本 

人がそれを否定する場合が多々あることを踏まえ、当該児童生徒の表情や様子をきめ 

細かく観察するなどして確認する必要がある。 35 

   ただし、このことは、いじめられた児童生徒の主観を確認する際に、行為の起こっ 

たときのいじめられた児童生徒本人や周辺の状況等を客観的に確認することを排除す 

るものではない。 
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   なお、いじめの認知は、特定の教職員のみによることなく、法第２２条（※２）の 

「学校におけるいじめの防止等の対策のための組織」を活用して行う。 

   「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級や部活動の児童生 

徒や、塾やスポーツクラブ等当該児童生徒が関わっている仲間や集団（グループ）な 

ど、当該児童生徒と何らかの人的関係を指す。 5 

   また、「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠された 

り、嫌なことを無理矢理させられたりすることなどを意味する。けんかやふざけ合い 

であっても、見えない所で被害が発生している場合もあるため、背景にある事情の調 

査を行い、児童生徒の感じる被害性に着目し、いじめに該当するか否かを判断するも 

のとする。 10 

   なお、例えばインターネット上で悪口を書かれた児童生徒がいたが、当該児童生徒 

がそのことを知らずにいるような場合など、行為の対象となる児童生徒本人が心身の 

苦痛を感じるに至っていないケースについても、加害行為を行った児童生徒に対する 

指導等については法の趣旨を踏まえた適切な対応が必要である。 

   加えて、いじめられた児童生徒の立場に立って、いじめにあたると判断した場合に 15 

も、その全てが厳しい指導を要する場合であるとは限らない。例えば、好意から行っ 

た行為が、意図せずに相手側の児童生徒に心身の苦痛を感じさせてしまったような場 

合、軽い言葉で相手を傷つけたが、すぐに加害者が謝罪し教員の指導によらずして良 

好な関係を再び築くことができた場合等においては、学校は、「いじめ」という言葉を 

使わず指導するなど、柔軟な対応による対処も可能である。ただし、これらの場合で 20 

あっても、法が定義するいじめに該当するため、事案を学校におけるいじめの防止等 

の対策のための組織へ情報共有することは必要となる。 

具体的ないじめの態様は、以下のようなものがある。  

・冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 

・仲間はずれ、集団による無視をされる 25 

・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 

・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 

・金品をたかられる 

・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 

・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 30 

・パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる 等 

これらの「いじめ」の中には、犯罪行為として取り扱われるべきと認められ、早期 

に警察に相談することが重要な場合や、児童生徒の生命、身体又は財産に重大な被害 

が生じるような、直ちに警察に通報することが必要な場合が含まれる。これらについ 

                                          35 

（※２）法第２２条（学校におけるいじめの防止等の対策のための組織） 学校は、当該学校におけるいじめの防止

等に関する措置を実効的に行うため、当該学校の複数の教職員、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その

他の関係者により構成されるいじめの防止等の対策のための組織を置くものとする。 
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ては、教育的な配慮や被害者の意向への配慮のうえで、早期に警察に相談・通報の上、 

警察と連携した対応を取ることが必要である。 

 

（４）いじめの理解 

いじめは、どの子どもにも、どの学校でも、起こりうるものである。とりわけ、嫌5 

がらせやいじわる等の「暴力を伴わないいじめ」は、多くの児童生徒が入れ替わりな

がら被害も加害も経験する。また、「暴力を伴わないいじめ」であっても、何度も繰り

返されたり多くの者から集中的に行われたりすることで、「暴力を伴ういじめ」ととも

に、生命又は身体に重大な危険を生じさせうる。 

国立教育政策研究所によるいじめ追跡調査の結果によれば、暴力を伴わないいじめ10 

（仲間はずれ・無視・陰口）について、小学校４年生から中学校３年生までの６年間で  

被害経験を全く持たなかった児童生徒は１割程度、加害経験を全く持たなかった児童

生徒も１割程度であり、多くの児童生徒が入れ替わり被害や加害を経験している。 

加えて、いじめの加害・被害という二者関係だけでなく、学級や部活動等の所属集

団の構造上の問題（例えば無秩序性や閉塞性）、「観衆」としてはやし立てたり面白が15 

ったりする存在や、周辺で暗黙の了解を与えている「傍観者」の存在にも注意を払い、

集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形成されるようにすることが必要である。 

 

３ 三重県が実施するいじめの防止等に関する施策 

（１）県の責務 20 

（県の責務） 

第 5条 県は、第 3条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、いじめ 

の防止等のための対策について、国、市町、学校の設置者その他の関係者と連携 

し、施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 25 

（２）いじめの早期発見のための措置 

 （いじめの早期発見のための措置） 

第 15条 学校の設置者及びその設置する学校は、いじめを早期に発見し迅速に対応 

するため、当該学校に在籍する児童生徒に対する定期的な調査、面談その他の必 

要な措置を講ずるとともに、当該学校に在籍する児童生徒及びその保護者がいじ 30 

めに関する相談を行うことができる体制を整備するものとする。 

２ 県は、いじめの防止等に関する機関又は団体と連携し、児童生徒、保護者等が 

安心していじめに関する通報及び相談を行うことができる体制を整備するものと 

する。 

３ 学校の設置者、学校、県、いじめの防止等に関する機関又は団体その他関係者 35 

は、前二項の規定によりいじめに関する通報及び相談を受けた場合は、いじめに 

関する通報又は相談を行った者その他関係者の個人情報を適切に保護するものと 

する。 
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 （ア）定期的な調査等 

いじめを許さない学校づくりを進めるとともに、児童生徒の小さなサインを見逃

さず、日頃から児童生徒理解に努め、毎学期に１回以上のアンケート調査に加え、

面談等を実施するなど、多面的な情報を得ることにより、的確な対応が行われるよ

う生徒指導体制の充実を図る。 5 

○各学校において、毎学期に１回以上のアンケート調査に加え、面談等を実施する

とともに、アンケートの実施にあたっては、適切に児童生徒の声を把握できるよ

う回収方法等プライバシーに十分配慮するよう促す。 

○市町教育委員会及び学校の取組状況について、県内一斉に調査を実施する。 

○学校における児童生徒の情報モラル教育を推進し、児童生徒間のネット上のトラ10 

ブルの早期発見を図るための支援を行う。 

○インターネット上における書き込みの監視を業者に委託して、問題のある書き込

みに対する早期発見・早期対応を支援する。 

 （イ）相談体制の充実 

アンケート調査や個人面談において、児童生徒が自らＳＯＳを発信すること及び15 

いじめの情報を教職員に報告することは、児童生徒にとっては多大な勇気を要する

ことを理解し、いじめの防止等に関する機関又は団体と連携し、児童生徒、保護者

等が安心していじめに関する通報及び相談を行うことができる体制を整備する。 

また、児童生徒がいじめの問題を起こす背景には、自分だけでは対処できないよ

うな複雑で多様な悩みや不安を抱えている状況が考えられる。こうした状況を早期20 

に発見し対応するため、スクールカウンセラー等を配置することにより、各学校及

び中学校区の教育相談体制の充実を図る。 

これらの相談体制の充実を図るに当たっては、以下のことに留意し進める。 

〇多様な相談に適切に対応できるよう、相談員等の研修を実施するなど、相談を受

ける者の資質向上に努める。 25 

〇児童生徒、保護者へ相談窓口等の周知徹底をするとともに、相談の結果、いじめ

の解決につながった具体的な事例等を示すなど、児童生徒に自ら周囲に援助を求め

ることの重要性を理解させる。 

（ウ）個人情報の保護 

いじめに関する通報及び相談を受けた者、いじめに関する通報又は相談を行った30 

者等の個人情報を適切に保護する。また、迅速に事案に対応するため、必要に応じ

て関係機関等で情報共有を行う。 

 

（３）いじめの防止等のための人材の確保及び資質の向上 

（いじめの防止等のための人材の確保及び資質の向上） 35 

第 16条 県は、いじめの防止等のための対策が専門的知識に基づき適切に行われるよ

う、研修の充実を通じた教職員の資質向上、心理、福祉等に関する専門的知識を有

する者の確保その他必要な措置を講ずるものとする。 
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 教職員のいじめの防止等に関する理解を深め、いじめの問題に対してその実態に応

じた適切な対処ができるなどの資質や能力の向上のために、研修会の充実を図る。 

○教職員の指導力向上を目指した研修の充実 

 ・生徒指導担当者講習会の開催 

 ・各ライフステージ（成長段階）で求められる資質能力を示す「校長及び教員と5 

しての資質の向上に関する指標」（三重県教育委員会 平成 30 年）に基づいた

研修の開催 

・いじめの問題を解決するための教職員用リーフレットや指導資料等を活用した、

学校における研修会の開催 

 いじめへの対処については、校長のリーダーシップのもと、学校におけるいじめの10 

防止等の対策のための組織を中核として、教職員が一丸となって取り組むことが大切

である。 

〇心理、福祉等に関する専門的知識を有する者の確保 

いじめの早期対応を図るため、必要に応じてスクールソーシャルワーカー等を活用

し、関係機関との一層の連携を進めるとともに、スクールカウンセラーによる児童生15 

徒の心のケアに努める。また、生徒指導や非行防止に専門的な知識や経験を有する生

徒指導特別指導員を派遣し、問題行動の防止、立ち直り支援、被害者支援を実施する。

こうした外部人材の派遣など、教職員が児童生徒と向き合い、いじめの防止等に適切

に取り組んでいくことができるよう支援する。 

 さらには、公立学校において学校だけでは解決が難しい問題に対して、スクールソ20 

ーシャルワーカー、スクールカウンセラー及び生徒指導特別指導員等の専門家を派遣

し、学校に対して指導・助言を行い、必要に応じて、弁護士（スクールロイヤー）等

の専門家と連携して、問題解決に向け支援する。 

 

（４）インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進 25 

（インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進） 

第 17条 県は、児童生徒及び保護者に対して、インターネットを通じて行われるい 

 じめを防止し、及び効果的に対処することができるよう、必要な啓発を行うもの 

とする。この場合において、インターネットを通じて送信される情報、とりわけ 

ソーシャルネットワーキングサービス等を利用して送信等される情報の高度の流 30 

通性、発信者の匿名性その他の特性を踏まえるものとする。 

２ 県は、児童生徒がインターネットを通じて行われるいじめに巻き込まれてい 

ないかどうかの監視及びインターネットを通じて行われるいじめに関する事案 

に対処する体制を整備するものとする。 

３ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校に在籍する児童生徒に対し 35 

て、インターネットの正しく安全な利用方法、情報化社会において適正な活動 

を行う上で基本となる考え方及び態度の育成その他必要な教育を行うとともに、

その保護者に対して必要な啓発を行うよう努めるものとする。 
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 アンケートにより児童生徒のインターネットの利用について把握したうえで、イン

ターネットの正しく安全な利用方法や、情報化社会において適正な活動を行う上で基

本となる考え方について児童生徒の理解を深めるなど、情報モラル教育に注力する。

また、ネットパトロールにより、問題のある書き込みや児童生徒がインターネットを

通じて行われるいじめに巻き込まれていないかどうかを監視し、問題のある書き込み5 

についてはそれを削除する取組を行う。さらには、児童生徒のインターネットの利用

について、ネット啓発講座を実施し、保護者に対して必要な啓発を行う。 

 

（５）いじめの防止等のための啓発活動 

（啓発活動） 10 

第 18条 県は、いじめが児童生徒の心身に及ぼす重大な影響、いじめを防止するこ 

との重要性、いじめに関する相談及びいじめからの救済に関する制度等について 

広報その他の啓発を行うものとする。 

２ いじめの防止等に関する県民の理解を深め、社会総がかりでいじめの問題を克 

服するため、毎年 4月及び 11月をいじめ防止強化月間とする。 15 

 いじめの防止等について理解を深め、社会総がかりでいじめの問題を克服するため、

４月と１１月をいじめ防止強化月間とし、いじめの防止に向けた児童生徒の主体的な

取組を推進し、県民に広く、いじめの問題やこの問題への取組についての理解を深め

る機会を設定する。 

〇メディアや広報媒体を活用した啓発 20 

〇イベントや研修会等を通じた啓発 

〇ピンクシャツ運動の推進（11月） 

〇学校におけるいじめの防止に向けた児童生徒の主体的な取組の推進 

〇関係機関・団体等と連携した取組の推進 

また、児童生徒、保護者等が安心していじめに関する通報及び相談を行うことがで25 

きる窓口（※３）及び関係機関と連携を図り、いじめからの救済に関する制度等 

（※４）について広報啓発を行うものとする。 

                                                      

（※３）「こどもＬＩＮＥ相談みえ」（対象）中学生、高校生（相談時間）平日の午後５時から午後９時まで 

（方法）無料通信アプリ LINE（相談者）臨床心理士等 30 

「いじめ電話相談」毎日 24時間 三重県教育委員会 TEL ０５９－２２６－３７７９ 

「24時間 SOSダイヤル」毎日 24時間 文部科学省 TEL ０１２０－０－７８３１０ 

「少年相談１１０番」平日 9:00～17:00 三重県警察 TEL ０１２０－４１－７８６７ 

「こどもほっとダイヤル」13:00～21:00  TEL ０８００－２００－２５５５ 

「子どもの人権１１０番」平日 8:30～17:15 法務省 TEL ０１２０－００７－１１０ 35 

「こども弁護士ダイヤル」平日 9:00～17:00 三重弁護士会 TEL ０５９－２２４－７９５０ 

「チャイルドラインＭＩＥ」月～土 16:00～21:00   TEL ０１２０－９９－７７７７ 

（※4）法務省の人権擁護機関による救済措置 
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（６）学校相互間等の連携協力体制の整備  

 （学校相互間等の連携協力体制の整備） 

第 19条 県は、市町及び学校の設置者並びにいじめの防止等に関する機関及び団体 

と連携し、いじめを受けた児童生徒といじめを行った児童生徒が同じ学校に在籍 

していない場合であっても、学校がいじめを受けた児童生徒及びその保護者に対 5 

する支援、いじめを行った児童生徒に対する指導及び支援並びにその保護者に対 

する助言を適切かつ迅速に行うことができるよう、学校相互間等の連携及び協力 

に関する体制を整備するものとする。 

 

（７）三重県いじめ問題対策連絡協議会 10 

   本県では、いじめの防止等に関係する機関及び団体が、いじめ防止対策において連

携が図れるよう、それぞれの取組についての情報交換等を行うため、三重県いじめ問

題対策連絡協議会条例により三重県いじめ問題対策連絡協議会を設置している。（平成

二十六年三月 三重県条例第六号）（条例第１４条）（※５） 

   構成は、三重県小中学校長会、三重県立学校長会、三重県市町教育長会、三重県教15 

育委員会、三重県私学協会、三重県児童相談センター、三重県警察、津地方法務局、

三重県臨床心理士会、三重弁護士会の各代表、及び学識経験者等とする。 

 

（８）三重県教育委員会の附属機関 

   本県では、本方針に基づく県立学校におけるいじめ防止等のための対策を実効的に20 

行うため、三重県いじめ対策審議会条例により三重県教育委員会に「附属機関」を設

置している。（平成二十六年三月 三重県条例第七号）（条例第１４条）（※５） 

「附属機関」の機能は、以下のとおり。 

○いじめの問題に対する効果的な取組等に関して、三重県教育委員会の諮問を受け、

本方針に基づくいじめの防止等のための調査研究を行う。 25 

○県立学校におけるいじめの事案について、三重県教育委員会が県立学校からいじ

めの報告を受け、自ら調査を行う場合は、必要に応じて当該組織が調査を行う。 

（法第２４条）（条例第２０条第１項） 

○県立学校における重大事態に係る調査を三重県教育委員会が行う場合は、当該組

織が調査を行う。          （法第２８条）（条例第２０条第１項） 30 

○その他、三重県教育委員会が必要と認める事項について審議する。  

構成は、弁護士、精神科医、学識経験者、心理や福祉の専門家等とする。 

                                                      

（※5）条例第 14 条（いじめの防止等のための組織の活用） 県は、法第十四条第一項の規定に基づき設置する三重県

いじめ問題対策連絡協議会における情報の交換及び研究の成果並びに同条第三項の規定に基づき設置する三重県35 

いじめ対策審議会における調査及び研究の成果を、学校の設置者及びその設置する学校のいじめの防止等のため

の対策に活用できるよう必要な措置を講ずるものとする。 
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４ 学校が実施するいじめの防止等に関する施策 

（１）学校いじめ防止基本方針の策定 

（学校いじめ防止基本方針） 

第 13 条 学校は、法第十三条の規定に基づき、保護者、地域住民等の協力を得て、 

学校の実情に応じ、当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本 5 

的な方針（以下この条において「学校いじめ防止基本方針」という。）を定めるも 

のとする。 

２ 学校は、学校いじめ防止基本方針に基づく取組の実施状況を学校評価の項目に 

位置付けるとともに、学校評価の結果を踏まえ、いじめの防止等のための取組の 

改善を図るよう努めるものとする。 10 

３ 学校は、学校いじめ防止基本方針を定め、又は変更したときは公表するものと 

する。 

 学校は、どのようにいじめの防止等の取組を行うかについての基本的な方向や、取

組の内容等を「学校いじめ防止基本方針」として定める。 

   学校いじめ防止基本方針を定める意義としては、次のようなものがある。 15 

・学校いじめ防止基本方針に基づく対応が徹底されることにより、教職員がいじめ

を抱え込まず、かつ、学校のいじめへの対応が組織として一貫した対応となる。 

・いじめの発生時における学校の対応をあらかじめ示すことは、児童生徒及びその

保護者に対し、児童生徒が学校生活を送る上での安心感を与えるとともに、いじ

めの加害行為の抑止につながる。 20 

・加害者への成長支援の観点を基本方針に位置付けることにより、いじめの加害者

への支援につながる。 

学校いじめ防止基本方針には、いじめの防止のための取組、早期発見・いじめ事案

への対処（以下「事案対処」という。）の在り方、教育相談体制、生徒指導体制、校内

研修などいじめの防止等全体に係る内容を記載する。  25 

また、アンケート、いじめの通報、情報共有、適切な対処等のあり方についてのマ 

ニュアルを定め（「早期発見・事案対処のマニュアル」の策定等）、それを徹底するた

め、「チェックリストを作成・共有して全教職員で実施する」などといったような具体

的な取組を盛り込む必要がある。そして、これらの学校いじめ防止基本方針の中核的

な策定事項は、同時に学校いじめ対策組織の取組による未然防止、早期発見及び事案30 

対処の行動計画となるよう、事案対処に関する教職員の資質能力向上を図る校内研修

の取組も含めた、年間を通じた当該組織の活動が具体的に記載されるものとする。  

さらに、いじめの加害児童生徒に対する成長支援の観点から、加害児童生徒が抱え 

る問題を解決するための具体的な対応方針を定めることも望ましい。  

加えて、より実効性の高い取組を実施するため、学校いじめ防止基本方針が、当該 35 

学校の実情に即して適切に機能しているかを学校いじめ対策組織を中心に点検し、必

要に応じて見直す、という PDCA サイクルを、学校いじめ防止基本方針に盛り込んで

おく必要がある。 
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学校いじめ防止基本方針に基づく取組の実施状況を学校評価の評価項目に位置付け 

る。学校いじめ防止基本方針において、いじめの防止等のための取組（いじめが起き

にくい・いじめを許さない環境づくりに係る取組、早期発見・事案対処のマニュアル

の実行、定期的・必要に応じたアンケート、個人面談・保護者面談の実施、校内研修

の実施等）に係る達成目標を設定し、学校評価において目標の達成状況を評価する。5 

各学校は、評価結果を踏まえ、学校におけるいじめの防止等のための取組の改善を図

る必要がある。  

学校いじめ防止基本方針を策定するに当たっては、方針を検討する段階から保護者、 

地域住民、関係機関等の参画を得た学校いじめ防止基本方針になるようにすることが、

学校いじめ防止基本方針策定後、学校の取組を円滑に進めていく上でも有効であるこ10 

とから、これらの関係者と協議を重ねながら具体的ないじめ防止等の対策に係る連携

について定めることが望ましい。また、児童生徒とともに、学校全体でいじめの防止

等に取り組む観点から、学校いじめ防止基本方針の策定に際し、児童生徒の意見を取

り入れるなど、いじめの防止等について児童生徒の主体的かつ積極的な参加が確保で

きるよう留意する。  15 

さらに、策定した学校いじめ防止基本方針については、各学校のホームページへの 

掲載その他の方法により、保護者や地域住民が学校いじめ防止基本方針の内容を容易

に確認できるような措置を講ずるとともに、その内容を、必ず入学時・各年度の開始

時に児童生徒、保護者、関係機関等に説明する。 

  20 

（２）学校におけるいじめの防止等の対策のための組織 

   学校は、教職員間における情報の共有を図るとともに協力体制を構築し学校全体で

いじめの防止及び早期発見に取り組み、児童生徒がいじめを受けていると思われると

きは適切かつ迅速に対処する必要がある。（条例第 7 条第 1 項）また、学校はいじめ防

止等に関する措置を実効的に行うため、「学校におけるいじめの防止等の対策のための25 

組織」（以下「学校いじめ対策組織」という。）を置く。 

いじめについては、特定の教職員で問題を抱え込まず学校が組織的に対応すること

により、複数の目による状況の見立てが可能となる。この組織は、当該学校の複数の

教職員に加え、必要に応じて、心理や福祉の専門家であるスクールカウンセラー・ス

クールソーシャルワーカー、弁護士、医師、警察官経験者など外部専門家等が参加し30 

ながら対応することなどにより、より実効的ないじめの問題の解決に資することが期

待される。 

  また、学校いじめ防止基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成・実行・

検証・修正に当たっては、保護者や児童生徒の代表、地域住民などの参加を図ること

が考えられる。 35 

   学校いじめ対策組織は、学校が組織的かつ実効的にいじめの問題に取り組むに当た

って中核となる役割を担う。具体的な役割としては、以下のとおりである。 
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【未然防止】 

   ○いじめが起きにくい・いじめを許さない環境づくりを行う役割 

【早期発見・事案対処】 

   ○いじめの相談・通報を受け付ける窓口としての役割 

   ○いじめの疑いに関する情報や児童生徒の問題行動などに係る情報の収集と記録、5 

共有を行う役割 

   ○いじめに係る情報があった時には緊急会議を開いて、いじめの情報の迅速な共有、

関係のある児童生徒への事実関係の把握といじめであるか否かの判断、指導や支

援の体制・対応方針の決定と保護者との連携といった対応を組織的に実施する役

割 10 

【学校いじめ防止基本方針に基づく各種取組】 

   ○学校いじめ防止基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成・実行・

検証・修正を行う役割 

   ○学校いじめ防止基本方針における年間計画に基づき、いじめの防止等に係る校内

研修を企画し、計画的に実施する役割 15 

   ○学校いじめ防止基本方針が当該学校の実情に即して適切に機能しているかについ

ての点検を行い、学校いじめ防止基本方針の見直しを行う役割（ＰＤＣＡサイク

ルの実行を含む） 

   いじめが起きにくい・いじめを許さない環境づくりを実効的に行うためには、学校 

いじめ対策組織は、児童生徒及び保護者に対して、自らの存在及び活動が容易に認識 20 

される取組（例えば、全校集会の際に学校いじめ対策組織の教職員が児童生徒の前で 

取組を説明する等）を実施する必要がある。また、いじめの早期発見のためには、学 

校いじめ対策組織は、いじめを受けた児童生徒を徹底して守り通し、事案を適切かつ 

迅速に解決する相談・通報の窓口であると児童生徒から認識されるようにしていく必 

要がある。 25 

   学校いじめ対策組織は、いじめの防止等の中核となる組織として、的確にいじめの

疑いに関する情報を共有し、共有された情報を基に、組織的に対応できるような体制

とすることが必要である。特に、事実関係の把握、いじめであるか否かの判断は組織

的に行うことが必要であり、当該組織が、情報の収集と記録、共有を行う役割を担う

ため、教職員は、ささいな兆候や懸念、児童生徒からの訴えを、抱え込まずに、又は30 

対応不要であると個人で判断せずに、直ちに全て当該組織に報告・相談する。加えて、

当該組織に集められた情報は、個別の児童生徒ごとなどに記録し、複数の教職員が個

別に認知した情報の集約と共有化を図る。 

   学校として、学校いじめ防止基本方針やマニュアル等において、いじめの情報共有

の手順及び情報共有すべき内容を明確に定めておくものとする。 35 

   これらのいじめの情報共有は、個々の教職員の責任追及のために行うものではなく、

気付きを共有して早期対応につなげることが目的であり、学校の管理職は、リーダー

シップをとって情報共有を行いやすい環境の醸成に取り組む必要がある。 
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   また、当該組織は、各学校の学校いじめ防止基本方針の策定や見直し、各学校で定

めたいじめの防止等の取組が計画通りに進んでいるかどうかのチェックや、いじめの

対処がうまくいかなかったケースの検証、必要に応じた計画の見直しなど、各学校の

いじめの防止等の取組についてＰＤＣＡサイクルで検証を担う役割が期待される。 

   法第２２条においては、学校いじめ対策組織は「当該学校の複数の教職員、心理、5 

福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者により構成される」とされて

いるところ、「当該学校の複数の教職員」については、学校の管理職や主幹教諭、生徒

指導担当教員、学年主任、養護教諭、学級担任、教科担任、部活動指導に関わる教職

員、学校医等から、組織的対応の中核として機能するような体制を、学校の実情に応

じて決定する。さらに、可能な限り、同条の「心理、福祉等に関する専門的な知識を10 

有する者」として、心理や福祉の専門家であるスクールカウンセラー・スクールソー

シャルワーカー、弁護士、医師、警察官経験者等の外部専門家を当該組織に参画させ、

実効性のある人選とする必要がある。これに加え、個々のいじめの防止・早期発見・

対処に当たって関係の深い教職員を追加する。 

   なお、法第２８条第１項（※６）に規定する重大事態の調査のための組織について、15 

学校がその調査を行う場合は、この組織を母体としつつ、当該事案の性質に応じて適

切な専門家を加えるなどの方法によって対応する。 

 

（３）学校におけるいじめの防止等に関する措置 

（ア）いじめの未然防止 20 

（学校及び学校の教職員の責務） 

第７条 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、教職員の言動が児童生徒

に大きな影響を与えることを認識し、児童生徒一人ひとりについての理解を深め、

教職員間における情報の共有を図るとともに協力体制を構築し学校全体でいじめ

の防止及び早期発見に取り組み、児童生徒がいじめを受けていると思われるとき25 

は適切かつ迅速に対処するものとする。  

２ 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、児童生徒の豊かな情操と道徳

心を培い、相互に人権を尊重して良好な人間関係を築く素地を養うことがいじめ

の防止に資することを踏まえ、全ての教育活動を通じた道徳教育、人権教育及び

体験活動の充実を図るものとする。 30 

 

 

                                                     

（※６）法第２８条（学校の設置者又はその設置する学校による対処） 学校の設置者又はその設置する学校は、次に

掲げる場合には、その事態（以下「重大事態」という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資す35 

るため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法によ

り当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとする。   
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３ 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する児童生徒

の保護者、地域住民その他の関係者と連携し、児童生徒がいじめを行わず、かつ

いじめを傍観しないよう、いじめの防止に資する活動であって当該学校に在籍す

る児童生徒が主体的かつ自主的に行うものに対する支援を行うものとする。 

４ 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する児童生徒5 

及びその保護者に対するいじめの防止等の重要性に関する理解を深めるための啓

発その他必要な措置を講ずるものとする。  

    

（インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進） 

第 17 条 （１、２ 略） 10 

３ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校に在籍する児童生徒に対し

て、インターネットの正しく安全な利用方法、情報化社会において適正な活動

を行う上で基本となる考え方及び態度の育成その他必要な教育を行うとともに、

その保護者に対して必要な啓発を行うよう努めるものとする。 

教職員はいじめがどの子どもにも起こりうるという事実を踏まえ、自らの言動が児15 

童生徒に大きな影響を与えることを認識するとともに、教職員が「いじめは絶対に許

さない」という意識を学校全体で共有し、未然防止に取り組む。 

未然防止の基本として、児童生徒が相互に人権を尊重して良好な人間関係を築き、 

安心・安全に学校生活を送ることができ、規律正しい態度で授業や行事に主体的に参 

加・活躍できるような学校づくりを行うこととする。 20 

また、児童生徒がいじめの問題について自分のこととして捉え、考え、議論するこ 

とにより、いじめの防止に向け主体的かつ自主的に取り組めるようにする。 

   その他にも、学校として特に配慮が必要な児童生徒については、教職員が個々の生 

徒の特性を理解し、情報を共有して学校全体で注意深く見守り、日常的に適切な支援 

を行うとともに、保護者との連携や、周囲の児童生徒に対する必要な指導を組織的に 25 

行い、いじめの未然防止・早期発見に取り組む。（以下、「いじめの防止等のための基 

本的な方針（文部科学省 平成２９年３月改定）」から引用） 

○発達障がいを含む、障がいのある児童生徒がかかわるいじめについては、教職員が

個々の児童生徒の障がいの特性への理解を深めるとともに、個別の教育支援計画や

個別の指導計画を活用した情報共有を行いつつ、当該児童生徒のニーズや特性、専30 

門家の意見を踏まえた適切な指導及び必要な支援を行うことが必要である。 

○海外から帰国した児童生徒や外国人の児童生徒、国際結婚の保護者を持つなどの外

国につながる児童生徒は、言語や文化の差から、学校での学びにおいて困難を抱え

る場合も多いことに留意し、それらの差からいじめが行われることがないよう、教

職員、児童生徒、保護者等の外国人児童生徒等に対する理解を促進するとともに、35 

学校全体で注意深く見守り、必要な支援を行う。 

○性同一性障がいや性的指向・性自認に係る児童生徒に対するいじめを防止するため、

性同一性障がいや性的指向・性自認について、教職員への正しい理解の促進や、学
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校として必要な対応について周知する。 

○東日本大震災により被災した児童生徒又は原子力発電所事故により避難している児

童生徒（以下「被災児童生徒」という。）については、被災児童生徒が受けた心身へ

の多大な影響や慣れない環境への不安感等を教職員が十分に理解し、当該児童生徒

に対する心のケアを適切に行い、細心の注意を払いながら、被災児童生徒に対する5 

いじめの未然防止・早期発見に取り組む。 

 

（イ）早期発見 

（いじめの早期発見のための措置） 

第 15 条 学校の設置者及びその設置する学校は、いじめを早期に発見し迅速に対応10 

するため、当該学校に在籍する児童生徒に対する定期的な調査、面談その他の必

要な措置を講ずるとともに、当該学校に在籍する児童生徒及びその保護者がいじ

めに関する相談を行うことができる体制を整備するものとする。 

 （２、３ 略） 

いじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり、遊びやふざけあいを装っ15 

て行われたりするなど、大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることが多いこ

とを教職員は認識し、ささいな兆候であっても、いじめではないかとの疑いを持って、

早い段階から的確に関わりを持ち、いじめを隠したり軽視したりすることなく、いじ

めを積極的に認知することが必要である。 

このため、日頃から児童生徒の見守りや信頼関係の構築等に努め、児童生徒と向き20 

合うことにより、児童生徒が示す変化や危険信号を見逃さないようアンテナを高く保

つとともに、定期的なアンケート調査（学期に一回以上）に加え教育相談の実施等に

より、児童生徒がいじめを訴えやすい体制を整え、いじめの実態把握に組織的に取り

組む。 

各学校は、学校いじめ防止基本方針において、アンケート調査、個人面談の実施や、25 

それらの結果の検証及び組織的な対処方法について定めておくものとする。 

アンケート調査や個人面談において、児童生徒が自らＳＯＳを発信すること及びい

じめの情報を教職員に報告することは、当該児童生徒にとっては多大な勇気を要する

ものであることを教職員は理解しなければならない。これを踏まえ、学校は児童生徒

からの相談に対しては、必ず学校の教職員等が迅速に対応することを徹底する。 30 

 また、いじめを正確に認知することは、いじめの対応の第一歩である。いじめの正

確な認知については、以下の点について留意すること。（※７） 

〇各学校において、毎年実施している「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上

の諸課題に関する調査」の集計過程で、いじめの認知件数が零であった場合は、

当該事実を児童生徒や保護者向けに公表し、検証を仰ぐことで認知漏れがないか35 

確認すること。 

   〇いじめの認知に関する考え方をまとめた教職員向け資料（※８）の全ての教職員

への配付や、職員会議や各学校に設置する学校いじめ対策組織の会議、いじめ問
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題に関する研修会において、管理職等が当該資料の内容を説明するなどにより、

いじめの正確な認知に関する教職員間での共通理解を図ること。 

〇いじめの認知に当たっては、加害行為の「継続性」「集団性」や「一方的」など被

害・加害児童生徒の力関係の差等の要素により、いじめの定義を限定して解釈し

ないようにすること。また、実際の事案においても、いじめの定義とは別の要素5 

（加害行為の「継続性」「集団性」等）を判断基準とすることにより、いじめとし

て認知しないことがないようにすること。 

 

（ウ）いじめに対する措置 

条例第７条第 1 項では、「学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、教職員10 

の言動が児童生徒に大きな影響を与えることを認識し、児童生徒一人ひとりについ

ての理解を深め、教職員間における情報の共有を図るとともに協力体制を構築し学

校全体でいじめの防止及び早期発見に取り組み、児童生徒がいじめを受けていると

思われるときは適切かつ迅速に対処するものとする。」としており、学校の教職員が

いじめを発見し、又は相談を受けた場合には、速やかに、学校いじめ対策組織に対 15 

し当該いじめに係る情報を報告し、学校の組織的な対応につなげなければならない。

すなわち、学校の特定の教職員が、いじめに係る情報を抱え込み、学校いじめ対策

組織に報告を行わないことは、同項の規定に違反し得る。 

また、各教職員は、学校の定めた方針等に沿って、いじめに係る情報を適切に記

録しておく必要がある。 20 

学校いじめ対策組織において情報共有を行った後は、事実関係の確認の上、組織

的に対応方針を決定し、被害児童生徒を徹底して守り通す。加害児童生徒に対して

は、当該児童生徒の人格の成長を旨として、教育的配慮のもと、毅然とした態度で

指導する。これらの対応について、教職員全員の共通理解、保護者の協力、関係機

関・専門機関との連携のもとで取り組む。 25 

いじめは、単に謝罪をもって安易に解消とすることはできない。 

いじめが「解消している」状態とは、少なくとも以下の２つの要件が満たされて

いる必要がある。ただし、これらの要件が満たされている場合であっても、必要に

応じ、他の事情も勘案して判断するものとする。 

①いじめに係る行為が止んでいること 30 

被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて

行われるものを含む。）が止んでいる状態が相当の期間継続していること。この相当

の期間とは、少なくとも３か月を目安とする。ただし、いじめの被害の重大性等か 

                                                       

（※７）「いじめ防止対策の推進に関する調査結果に基づく勧告を踏まえた対応について（通知）」（平成 30 年 3 月35 

26 日付け 29 初児生第 42 号 文部科学省初等中等局児童生徒課長通知）を参照 

（※８）「いじめの正確な認知に向けた教職員間での共通理解の形成及び新年度に向けた取組について（通知）」（平

成 28 年 3 月 18 日付け 27 初児生第 42 号 文部科学省初等中等局児童生徒課長通知） 
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らさらに長期の期間が必要であると判断される場合は、この目安にかかわらず、学

校の設置者又は学校いじめ対策組織の判断により、より長期の期間を設定するもの

とする。学校の教職員は、相当の期間が経過するまでは、被害・加害児童生徒の様

子を含め状況を注視し、期間が経過した段階で判断を行う。行為が止んでいない場

合は、改めて、相当の期間を設定して状況を注視する。 5 

②被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと 

    いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害児童生徒

がいじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。被害児童生徒

本人及びその保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確

認する。 10 

    学校は、いじめが解消に至っていない段階では、被害児童生徒を徹底的に守り通

し、その安全・安心を確保する責任を有する。学校いじめ対策組織においては、い

じめが解消に至るまで被害児童生徒の支援を継続するため、支援内容、情報共有、

教職員の役割分担を含む対処プランを策定し、確実に実行する。 

    上記のいじめが「解消している」状態とは、あくまで、一つの段階に過ぎず、「解15 

消している」状態に至った場合でも、いじめが再発する可能性が十分にあり得るこ

とを踏まえ、学校の教職員は、当該いじめの被害児童生徒及び加害児童生徒につい

ては、日常的に注意深く観察する必要がある。 

さらに、県内のいじめに関する個別の事案に関して、県立学校は県教育委員会に

報告、市町立学校は各市町教育委員会に報告、各市町教育委員会は必要に応じて県20 

教育委員会に情報提供する。また、収集した情報については、必要に応じて調査研

究に活用したり、いじめの防止や予防の観点から関係者と共有し、いじめの問題に

悩む児童生徒や保護者等に対して、適切に対応できるようにする。 

加えて、犯罪行為として取り扱われるべきと認められる事案については、学校警

察連絡制度の活用等により、警察に相談・通報するなど、十分な連携を図る。 25 

 

５ 重大事態への対処 

（重大事態への対処） 

第 20条 学校の設置者及びその設置する学校は、法第二十八条第一項に規定する重 

大事態（以下「重大事態」という。）が発生した場合には、同条（学校にあっては、 30 

法第２９条第１項、法第３０条第１項、法第３１条第１項及び法第３２条第１項） 

に規定する調査及び報告を適切かつ迅速に行うものとする。 

２ 県は、児童生徒又はその保護者から、学校の設置者及びその設置する学校が前 

項に規定する調査及び報告を適切に実施しない等の相談等を受けた場合には、当 

該学校の設置者及びその設置する学校による調査及び報告が適切かつ迅速に実施 35 

されるよう、当該学校の設置者及びその設置する学校への情報の提供等を行うも 

のとする。 
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いじめの重大事態については、法、本基本方針、「いじめの重大事態の調査に関する

ガイドライン（平成２９年３月文部科学省）」及び「不登校重大事態に係る調査の指針

（平成２８年３月文部科学省）」により適切に対応する。 

（１）重大事態とは 

   いじめによる重大事態とは、いじめを受ける児童生徒の状況に着目して判断し、①5 

「いじめにより当該学校に在籍する児童生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生

じた疑いがあると認める場合」や②「いじめにより当該学校に在籍する児童生徒が相

当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認める場合」を言う。                     

（法第２８条） 

   ①については、例えば、児童生徒が自殺を企図した場合、身体に重大な傷害を負っ10 

た場合、金品等に重大な被害を被った場合、精神性の疾患を発症した場合などのケー

スが想定される。 

 また、②における「いじめにより相当の期間学校を欠席する」ことについては、不

登校の定義を踏まえ、年間３０日を目安とする。ただし、児童生徒が一定期間連続し

て欠席しているような場合には、その目安にかかわらず学校の設置者又は学校の判断15 

により、迅速に調査に着手する。 

   さらに、児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てがあっ

たときは、その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とはいえ

ない」と考えたとしても、重大事態が発生したものとして調査や報告等にあたる。児

童生徒又は保護者からの申立ては、学校が把握していない極めて重要な情報である可20 

能性があることから、調査をしないまま、いじめの重大事態ではないと断言できない

ことに留意する。 

   被害児童生徒・保護者が詳細な調査や事案の公表を望まない場合であっても、学校

の設置者及び学校が、可能な限り自らの対応を振り返り、検証することは必要となる。

それが再発防止につながり、又は新たな事実が明らかになる可能性もある。このため、25 

決して、被害児童生徒・保護者が望まないことを理由として、自らの対応を検証する

ことを怠ってはならない。 

 

（２）報告（第一報） 

   学校において、重大事態が発生した場合には、速やかに学校の設置者に報告する。30 

報告を受けた学校の設置者は、その事案の調査を行う主体等について判断する。 

   また、市町教育委員会所管の小中学校において、重大事態が発生した場合は、当該

市町教育委員会を通じて速やかに三重県教育委員会に報告する。 

その際、三重県教育委員会は、市町教育委員会の要請若しくは必要に応じて、問題解

決を図るための人的支援や、調査組織に係る専門家を紹介するなどの支援等を行う。 35 

   私立学校において、重大事態が発生した場合には、速やかに三重県環境生活部に報

告し連携を図る。 

   なお、国立学校からの報告は文部科学大臣に、公立学校に関わる報告は当該地方公
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共団体の長に、私立学校に関わる報告は三重県知事に、学校設置会社が設置する学校

に関わる報告は当該学校設置会社の代表取締役等を通じて認定地方公共団体の長に、

それぞれ報告する。 

 

（３）調査の組織 5 

   学校の設置者又は学校は、当該重大事態に係る調査を行うため、速やかに調査のた

めの組織を設け事実関係を明確にするための調査を行う。 

   学校は、重大事態が発生した場合には、直ちに学校の設置者に報告し、学校の設置

者は、その事案の調査を行う主体や、どのような調査組織とするかについて判断する。 

   学校の設置者が調査主体となる場合、公立学校の場合は、教育委員会のもとに置く10 

「附属機関」が調査を行う。また、必要に応じて、いじめ事案の関係者と直接の人間

関係又は特別の利害関係を有しない者が「附属機関」に参加する。私立学校及び国立

大学附属学校の場合は、学校の設置者が立ち上げた「第三者委員会」が調査を行う。 

   学校が調査の主体となる場合は、学校いじめ対策組織に第三者を加えた組織を、調

査を行うための組織の母体とする場合と、第三者委員会を立ち上げる場合とが考えら15 

れる。これらの組織の構成については、弁護士や精神科医、学識経験者、心理や福祉

の専門家であるスクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等の専門的知識

及び経験を有する者であって、当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の

利害関係を有しない者（第三者）について、職能団体や大学・学会からの推薦等によ

り参加を図ることにより、当該調査の公平性・中立性を確保するよう努めることが求20 

められる。 

 

（４）調査 

   この調査は、民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とす

るものでなく、事実に向き合うことで当該事態への対処や同種の事態の発生防止を図25 

るものである。学校の設置者又は学校は、「附属機関」等に対して積極的に資料を提供

する。 

   具体的には、重大事態に至る要因となったいじめ行為が、いつ（いつ頃から）、誰か

ら行われどのような態様であったか、いじめを生んだ背景事情や児童生徒の人間関係

にどのような問題があったか、学校や教職員がどのように対応したかなどの事実関係30 

を、可能な限り網羅的に明確にする。その際には、因果関係の特定を急がず、客観的

な事実関係を速やかに調査する。 

   また、児童生徒が自殺等により亡くなった場合については、「子供の自殺が起きた時

の背景調査の指針（改訂版）（平成２６年７月文部科学省）」により適切に対応する。

詳しい調査を行うにあたり、事実の分析評価等に高度の専門性を有する場合や、遺族35 

が学校又は学校の設置者が主体となる調査を望まない場合等、必要に応じて第三者に

よる実態把握を進めることとする。 
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①いじめられた児童生徒からの聴き取りが可能な場合 

    いじめられた児童生徒から十分に聴き取るとともに、在籍児童生徒や教職員に対

するアンケート調査や聴き取り調査等を行う。その際には、いじめられた児童生徒

や情報を提供してくれた児童生徒を守ることを最優先として調査を実施する。 

    また、調査による事実関係の確認とともに、いじめた児童生徒の背景をつかんで5 

指導を行い、いじめの行為を止める。さらには、いじめられた児童生徒の事情や心

情を聴取し、本人の状況にあわせた継続的なケアを行い、落ち着いた学校生活復帰

への支援や学習支援等を行う。 

②いじめられた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合 

 いじめられた児童生徒の保護者から要望や意見を十分に聴取したうえで、迅速に10 

当該保護者と今後の調査について協議し、在籍児童生徒や教職員に対するアンケー

ト調査や聴き取り調査等に着手する。 

③児童生徒の自殺という事態が起こった場合 

    自殺防止に資する観点から、自殺の背景調査を実施する。この調査においては、

亡くなった児童生徒の尊厳を保持しつつ、遺族の気持ちに十分配慮しながら、その15 

死に至った経過を検証し、再発防止策を構ずることを目指して進めていくこととす

る。 

 

（５）被害児童生徒・保護者等に対する調査方針の説明等 

調査実施前に、被害児童生徒・保護者に対して以下の①～⑥の事項について説明す20 

ること。説明を行う主体は、学校の設置者及び学校が行う場合と、第三者調査委員会

等の調査組織が行う場合とが考えられるが、状況に応じて適切に主体を判断すること。 

①調査の目的・目標 

 重大事態の調査は、民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の

目的とするものではなく、学校の設置者及び学校が事実に向き合うことで、事案の25 

全容解明、当該事態への対処や、同種の事態の発生防止を図るものであることを説

明すること。 

②調査主体（組織の構成、人選） 

 被害児童生徒・保護者に対して、調査組織の構成について説明すること。調査組

織の人選については、職能団体からの推薦を受けて選出したものであることなど、30 

公平性・中立性が担保されていることを説明すること。 

 説明を行う中で、被害児童生徒・保護者から構成員の職種や職能団体について要望

があり、構成員の中立性・公平性・専門性の確保の観点から、必要と認められる場

合は、学校の設置者及び学校は調整を行う。 

③調査時期・期間（スケジュール、定期報告） 35 

 被害児童生徒・保護者に対して、調査を開始する時期や調査結果が出るまでにど

のくらいの期間が必要となるのかについて、目途を示すこと。 

   調査の進捗状況について、定期的に及び適時のタイミングで経過報告を行うことに
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ついて、予め被害児童生徒・保護者に対して説明すること。 

④調査事項（いじめの事実関係、学校の設置者及び学校の対応等）・調査対象（聴き取

り等をする児童生徒・教職員の範囲） 

 予め、重大事態の調査において、どのような事項（いじめの事実関係、学校の設

置者及び学校の対応等）を、どのような対象（聴き取り等をする児童生徒・教職員5 

の範囲）に調査するのかについて、被害児童生徒・保護者に対して説明すること。   

その際、被害児童生徒・保護者が調査を求める事項等を詳しく聞き取ること。重

大事態の調査において、調査事項等に漏れがあった場合、地方公共団体の長等によ

る再調査を実施しなければならない場合があることに留意する必要がある。なお、

第三者調査委員会が調査事項や調査対象を主体的に決定する場合は、その方向性が10 

明らかとなった段階で、適切に説明を行うこと。 

⑤調査方法（アンケート調査の様式、聴き取りの方法、手順） 

 重大事態の調査において使用するアンケート調査の様式、聴き取りの方法、手順

を、被害児童生徒・保護者に対して説明すること。説明した際、被害児童生徒・保

護者から調査方法について要望があった場合は、可能な限り、調査の方法に反映す15 

ること。 

⑥調査結果の提供（被害者側、加害者側に対する提供等） 

・調査結果（調査の過程において把握した情報を含む。以下同じ。）の提供について、

被害児童生徒・保護者に対して、どのような内容を提供するのか、予め説明を行う

こと。 20 

・被害児童生徒・保護者に対し、予め、個別の情報の提供については、各地方公共団

体の個人情報保護条例等に従って行うことを説明しておくこと。 

・被害児童生徒・保護者に対して、アンケート調査等の結果、調査報告書の原本の扱

いについて、予め、情報提供の方法を説明すること。アンケート調査等で得られた

情報の提供は、個人名や筆跡等の個人が識別できる情報を保護する（例えば、個人25 

名は伏せ、筆跡はタイピングし直すなど）等の配慮の上で行う方法を探ること、又

は一定の条件の下で調査報告書の原本を情報提供する方法を探ることを、予め説明

すること。 

・調査報告書を含む調査に係る文書の保存について、学校の設置者等の文書管理規則

に基づき行うことを触れながら、文書の保存期間を説明すること。 30 

・加害者に対する調査結果の説明の方法について、可能な限り、予め、被害児童生徒・

保護者の同意を得ておくこと。 

 調査を実施するに当たり、上記①～⑥までの事項について、加害児童生徒及びその

保護者に対しても説明を行うこと。その際、加害児童生徒及びその保護者からも、調

査に関する意見を適切に聞き取る事。 35 

   調査により把握した情報の記録は、各地方公共団体等の文書管理規則等に基づき適

切に保存すること。この記録については、重大事態の調査を行う主体（第三者調査委

員会等）が実施した調査の記録のほか、いじめの重大事態として取り扱う以前におい
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て学校の設置者及び学校が取得、作成した記録を含む。 

 

（６）調査結果の提供及び報告 

   学校の設置者又は学校は、被害児童生徒やその保護者に対して、事実関係等その他

必要な情報を提供する責任を有することを踏まえ、調査により明らかになった事実関5 

係（いじめ行為がいつ、誰から行われ、どのような態様であったか、学校がどのよう

に対応したか等）について、いじめを受けた児童生徒やその保護者に対して説明する。

被害児童生徒・保護者に対して調査に係る情報提供及び調査結果の説明を適切に行う

ことは、学校の設置者又は学校の法律上の義務である。（法第２８条第２項） 

   これらの情報の提供に当たって、学校の設置者又は学校は、他の児童生徒のプライ10 

バシー保護に配慮するなど、関係者の個人情報に十分配慮して適切に提供する。 

 また、アンケート調査の実施により得られた結果については、いじめられた児童生

徒又はその保護者に提供する場合があることをあらかじめ念頭におき、調査に先立ち

その旨を調査対象となる在籍児童生徒やその保護者に説明する等の措置が必要である

ことに留意する。 15 

 調査結果については、国立学校に関わる調査結果は文部科学大臣に、公立学校に関

わる調査結果は当該地方公共団体の長に、県立学校及び私立学校に関わる調査結果は

三重県知事に、学校設置会社が設置する学校に関わる調査結果は当該学校設置会社の

代表取締役等を通じて認定地方公共団体の長に、それぞれ報告する。さらに、上記の

説明の結果を踏まえて、いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望する場合には、20 

いじめを受けた児童生徒又はその保護者の所見をまとめた文書の提供を受け、調査結

果の報告に添えるものとする。 

 いじめの重大事態に関する調査結果を公表するか否かは、学校の設置者及び学校と

して、事案の内容や重大性、被害児童生徒・保護者の意向、公表した場合の児童生徒

への影響等を総合的に勘案して、適切に判断することとし、特段の支障がなければ公25 

表することが望ましい。 

 また、学校の設置者及び学校は、被害児童生徒・保護者に説明した方針に沿って、

加害児童生徒及びその保護者に対していじめの事実関係について説明を行うこと。 

 

（７）再調査 30 

   上記（６）における調査結果の報告を受けた文部科学大臣、三重県知事、地方公共

団体の長は、当該報告に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生

の防止のため必要があると認めるときは、法第２８条第１項の規定による調査の結果

について調査（以下「再調査」という。）を、専門的な知識又は経験を有する第三者等

による附属機関を設けて行う。（条例第２１条（※９）、法第３０条、第３１条） 35 

 

 

 



 

22 

 

６ 学校法人、国立大学法人、学校設置会社及び高等専門学校への協力 

 （学校法人、国立大学法人、学校設置会社及び高等専門学校への協力） 

第 22 条 県は、学校法人（私立学校法（昭和 24 年法律第 270 号）第３条に規定す 

る学校法人をいう。）、国立大学に附属して設置される学校を有する国立大学法人 

（国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）第２条第１項に規定する国立大学法 5 

人をいう。）、学校設置会社（構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 

12 条第２項に規定する学校設置会社をいう。）及び高等専門学校（学校教育法第一 

条に規定する高等専門学校をいう。）の自主性を尊重し、必要に応じて、いじめの 

防止等のための対策に係る情報の提供その他の協力を行うものとする。 

    10 

 

 

 

 

 15 

 

 

 

 

 20 

 

 

 

 

 25 

 

 

 

 

 30 

 

 

 

                                                       

（※９）条例第２１条（知事による対処） 知事は、重大事態に係る調査結果の報告を受け、当該報告に係る重大事 35 

態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、法の規定により調査を行 

うことができる。 


